   安 全 衛 生 管 理 規 程（例）

(目     的)

第1条 この規定は従業員の労働安全管理、及び、衛生管理の向上を図ることにより、

       健康で快適な作業環境をつくることを目的とする。

(機     関)

第２条   前条の目的を達成するために次の機関を置く。

1 安全衛生委員会

2 職場安全衛生推進会

3 専門委員会

(任     務)

第3条 前条各機関の所掌握事項は次の通りとする。

1 安全衛生委員会

(1) この会は安全衛生管理に関する事項を審議決定し、必要事項の指示、又は、勧告を行う。

(2) この会は別に定める安全衛生委員会規定により組織し、所掌握事項を処理する。

2 職場安全衛生推進会

(1) この会は所属現場での安全衛生活動を推進し、実践することを目的に、次の事項を審議決定しその実施促進に努める。

(a) 安全作業及び職場衛生推進に関する事項

(b) 発生した災害の原因究明ならびに再発防止対策に関する事項

(c) 安全衛生施設の点検整備改善に関する事項

(d) 安全衛生委員会への提案事項、及び、同委員会からの指示事項に関すること

(e) その他必要と認める事項

(2) この会は各係ごとに設け、安全衛生推進者と係員をもって構成し、安全衛生推進者が主催する。

(3) この会は毎月１回各係ごとに開催する。

3 専門委員会

(1) この会は専門的な知識技能をもって安全衛生管理について調査研究指導を行い、次の事項を処理する。

(a) 工場長、安全衛生委員会の諮問事項

(b) 安全衛生に関する専門的な検討事項

(c) 職場安全衛生推進会の指導助言

(d) その他の必要事項

(2) この会は安全管理者、衛生管理者、防火管理者、危険物取扱者、電気取扱主任者、特定化学物質取扱い作業主任者等の作業主任者、安全衛生推進者中より工場長の任命した者をもって組織する。

(3) この会は安全管理者、又は、衛生管理者が主催する。

(4) 委員の任期は１年とするが、再任は妨げない。

(役     職)

第4条 安全衛生の管理業務を行うため、次の役職を置く。任期は１年とし、代表取締

       役、又は、工場長が任命する。但し、再任を妨げない。

         (1)総括安全衛生管理者          １名

         (2) eq \o\ad(安全管理者,　　　　　　　　　)          ２名

         (3) eq \o\ad(衛生管理者,　　　　　　　　　)          ２名

         (4) eq \o\ad(産業医,　　　　　　　　　)          １名

         (5) eq \o\ad(安全衛生推進者,　　　　　　　　　)          若干名

             （「職長クラスの安全担当者」以下同じ）

(役職の任務)

第5条 前条に定める役職の任務は次の通りとする。

1 総括安全衛生管理者

安全衛生管理の総括的業務を行い、次の事項を行う。

(1) 安全衛生に関する方針の表明

(2) 安全衛生計画の作成、実施、評価及び改善に関する事項

(3) 設備、環境上の危険・有害性の調査及びその結果に基づく改善事項

(4) 安全衛生教育に関する事項

(5) 健康診断の実施その他健康管理に関する事項

(6) 災害発生原因調査及び再発防止措置に関する事項

(7) 安全衛生委員会を主催すること

(8) その他必要と認める事項

2 安全管理者

安全管理者は、総括安全衛生管理者の指示に基づき、安全に関する次の事項の管理を行わなければならない。

(1) 建築物、設備、作業方法に危険のある場合に防護措置を講ずること、及び、必要により安全管理規定(安全作業標準)を作成すること。

(2) 毎日１回作業場を巡視し、機械設備、器具等の点検と安全管理状況を確認すること。又、法令により義務付けられたもの、その他必要なものには、安全点検表を作成し、実施させること。

(3) 安全衛生に関する教育訓練、設備の点検整備について年間計画を作成立案する。

(4) 安全衛生推進者に対する指導とその責任事項の実施状況を監督すること。

(5) 労働災害については、その大小を問わず原因究明の調査を実施記録して、再発防止対策を確立すること。

(6) 安全に関する資料の作成、収集、重要事項の記録と安全日誌を記入すること。

3 衛生管理者

衛生管理者は、総括安全衛生管理者の指示に基づき、衛生に関する次の事項の管理を行わなければならない。

(1) 健康に異常の有る者の発見、及び、要注意者の健康保持に必要な措置

(2) 防疫ならびに伝染病の予防措置

(3) 作業環境に関する調査、測定及び測定結果の評価

(4) 作業条件及び施設などに関する衛生管理面の改善措置

(5) 設備作業方法に関し、衛生上有害な恐れのある場合の応急措置と予防措置

(6) 衛生用保護具、救急用具の点検整備及び使用方法の指導

(7) 定期的な作業場所巡視と衛生管理日誌の記入

(8) 定期、特殊健康診断の実施計画等、衛生管理の年間計画の作成

(9) 清掃及び整理整頓に関する指導

(10) 健康相談その他健康保持増進に必要な教育資料の収集

4 産業医

産業医は少なくとも毎月１回作業場を巡視し総括安全衛生管理者に対して衛生管理に関する事項について勧告をなすとともに、衛生管理者に対して次の事項について指導助言を行うものとする。

(1) 健康診断その他労働者の健康管理に関すること。

(2) 衛生教育その他健康保持増進を図るための医学に関する専門的知識を必要とする事項。

         ⑤安全衛生推進者

(1) 所属職場の安全管理の実施状況を点検する。

(2) 安全作業の教育指導とその励行び監督

(3) 発生した災害の原因を究明しその対策に努める。

(4) 職場安全の維持ならびに改善に努める。

(5) 職場安全推進会議に参加し、改善事項の提案をする。

(従業員の努力義務)

第6条 従業員は安全、衛生管理者、安全衛生推進者に積極的に協力し、次の各号に示

       す事項を守らなければならない。

(1) 設備又は作業方法に関し、安全衛生上改善を必要とする事項があるときは、安全、衛生管理者、又は、安全衛生推進者に申し出ること。

(2) 負傷(軽傷も含む)した者、及び、健康の異常者は、安全衛生推進者を通して、安全、衛生管理者に申し出て、その指示に従うこと。

(3) 安全装置、器具、工具は指示された注意事項を守り、破損した場合は直ちに申し出ること。

(4) 安全作業標準、現場責任者の安全指示を守り、作業中は整理整頓に努めること。

（点 検 制 度）

第7条 従業員の点検責任区分を次の通り定める。

(1) 総括安全衛生管理者は、各点検責任者の点検状況について、常時確認し、監督する。

(2) 点検班(総括安全衛生管理者、安全、衛生管理者、安全衛生推進者で構成する。)は定期的に現場の安全衛生管理状況を点検する。

(3) 安全管理者は、設備、機械、工具等の点検様式を指示し、的確に点検を実施させるとともに、自らも随時点検しなければならない。

(4) 自動車及びクレーン、ボイラー等の機械の点検は、特別に点検責任者を定める。点検責任者は、毎月１回、又は、毎年１回定期点検を実施し、その結果について記録しておかなければならない。動力プレス、フォークリフト、及び車両系建設機械についての毎年１回の点検は特定自主検査を行うものとする。

(5) 安全衛生推進者は現場の安全衛生点検と、作業に使用する機械器具等の点検を実施しなければならない。又機械の操作については、操作者の資格等安全を確認のうえ、使用させなければならない。

(6) 機械操作者は、始業終業点検を行い、故障のある場合は直ちに責任者に連絡し、補修した後使用すること。

(7) 各作業主任者は、作業開始前に、資材、器具ならびに現場の状況を点検し、不安全な状態の無いことを確かめてから作業させること。

(従業員の安全衛生教育)

第8条 従業員の安全衛生教育は、あらゆる機会をとらえて実施するが、特にその責任

       の区分を次の通り定める。

(1) 総括安全衛生管理者は、会社の職制上の管理者、及び、この規定に定められた役職者に対して、毎年上期と下期に各１回、会社の安全衛生管理状況を説明し、安全衛生意識の高揚に努めなければならない。

(2) 安全、衛生管理者は、労働安全衛生法令に定められた職長教育、特別教育を計画的に実施するとともに、労働者の雇い入れ時に安全衛生教育を実施しなければならない。

(3) 安全衛生推進者は、現場で従業員に作業の内容に応じて必要な安全衛生教育を実施するとともに、臨時に雇用される従業員に、機械の安全な取り扱い、作業手順等の安全衛生教育を実施しなければならない。

(4) 全国安全週間、労働衛生週間には、全従業員の安全衛生意識の高揚を図るため、社長の安全衛生講話、ポスターの掲示、安全表彰等を実施する。

(5) 総括安全衛生管理者、安全、衛生管理者は、各種機関、団体等が実施する指導会、講習会に積極的に参加し、安全衛生知識の向上を図り従業員の指導に努めること。

（記録の整備）

第9条 安全衛生に関する記録は、今後の対策樹立と、進歩の状況を検討するうえで重

       要なものであるところから、次の区分に従い整備をはかるものとする。

(1) 安全衛生管理規定、安全衛生委員会規定

就業規則の一部であり、経過を明らかにして編綴しておくこと

(2) クレーン、ボイラー等各種機械の自主点検記録（３年間保存）

(3) 健康診断個人票、健康診断結果報告           (５年間保存）

(4) 労働者死傷病報告、負傷疾病統計綴

(5) 安全衛生委員会等の議事録                  （３年間保存）

(6) 安全衛生教育資料、年間安全衛生活動計画綴

(7) 安全衛生管理の役職員命令簿、資格取得者名簿

(8) 安全、衛生管理者日誌

（災害発生時の措置）

第10条 従業員は、災害又は疾病が発生したときは、軽重を問わず直ちに安全、衛生管

       理者に通報し、臨機の措置をとらなければならない。安全、衛生管理者は別に定

       める調査様式により、原因を究明し、再発防止対策を確立しなければならない。

（事   務   局）

第11条 安全衛生管理業務の事務局は総務課に置き、総括安全衛生管理者の指揮を受け    

        て、総務課員がこれを担当し、各課の機能的連携をはかるものとする。  

付     則

1． この規則は、平成○年○月○日より施工する。

2． この規則の改廃については、従業員代表の意見を聞いて行う。

	


［   注   ］

1． この規則例は、総括安全衛生管理者を選任しなければならない業種、規模の事業場

  で、従って安全、衛生管理者の選任義務があり、安全衛生委員会を設置しなければなら

  ない事業場についてのものである。

    従って、これらの選任、設置義務の無いところではその部分の規定がいらなくなる。

2． 総括安全衛生管理者の選任義務については、労働安全衛生法第１０条、同法施行令

   第２条参照。

      （建設、運送業等１００人以上、製造業等３００人以上）

3． 安全管理者の選任業務については、法第１１条、施行令第２条、３条参照

      （建設、運送業、製造業等５０人以上）

4． 衛生管理者の選任業務については、法第１２条、施行令第４条参照

      （業種に関係なく５０人以上）

5． 安全衛生委員会の設置義務については、法第１７条、１８条、施行令第８条、９条参照

      （建設、運送業、製造業〈一部除外〉等５０人以上）

    但し、衛生委員会の設置義務しかないところも、安全管理者が義務付けられている業

  種の場合は、できるだけ安全衛生委員会という形で設置すべきである。

6． 安全衛生委員会の設置義務の無い業種で、５０人以上の規模の事業場では、衛生委

  員会の設置義務が有り、その場合衛生委員会に関する規定を設ける必要がある。規定の

  仕方は本例のうちで衛生に関する部分を参考にすればよい。

7． 規模５０人未満の事業場は、安全衛生推進者、又は、衛生推進者のみを選任すれば

  よい。この場合、安全管理者を選任すべき業種については安全衛生推進者を、それ以外

  の業種については衛生推進者を選任しなければならない。安全衛生推進者等は規模５０

  人未満の事業場で、安全、衛生管理者に代わるものであるから、職務等は安全、衛生管

  理者についての規定例を参考にすればよい。

8． 本例では、安全管理者、衛生管理者が各２名となっているがこれは事業場規模との

  関係であり、通常は各１名ということになろう。しかし、退職、人事異動等で有資格者

  がいなくなることもあり、普段から、有資格者の増加をはかっておく必要は有る。

